
企
業
年
金
・
退
職
金
シ
リ
ー
ズ
④

退
職
金
の
社
外
積
立
を
中
小
企
業
退
職
金
共

Ｑ
．済へ

変
更
す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
る
よ
う
で
す

が
、
制
度
の
仕
組
み
を
教
え
て
下
さ
い
。

中
小
企
業
を
対
象
と
し
た
社
外

Ａ
．積

み
立
て
型
の
退
職
金
制
度
で
、

中
小
・
零
細
を
問
わ
ず
広
く
普
及

し
て
い
る
。

中
小
企
業
退
職
金
共
済
（
以
下
中
退
共
と
い
う
）
は

昭
和
３
４
年
に
制
度
化
さ
れ
、
先
に
制
度
の
廃
止
が
決

定
さ
れ
た
税
制
適
格
退
職
年
金
（
以
下
適
年
と
い
う
）

と
共
に
中
小
・
零
細
企
業
の
退
職
金
制
度
の
普
及
に
貢

献
し
て
き
ま
し
た
。
何
故
こ
こ
に
き
て
、
中
退
共
へ
の

制
度
変
更
が
増
加
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。
そ
れ
は

適
年
の
制
度
解
約
に
よ
る
資
産
の
移
行
先
と
し
て
、
中

退
共
は
①
仕
組
み
が
分
か
り
易
い
、
②
法
的
規
制
が
少

な
い
③
使
い
勝
手
が
よ
い
等
が
理
由
と
し
て
挙
げ
ら
れ

ま
す
。
ま
た
、
平
成
１
４
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
退

職
給
与
引
当
金
制
度
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
も
少
な
か
ら

ず
影
響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
内
部
積
立
に
よ

る
税
制
メ
リ
ッ
ト
が
無
く
た
っ
た
こ
と
に
加
え
、
退
職

給
与
引
当
金
勘
定
の
取
り
崩
し
（
益
出
し
）
の
措
置
は

退
職
金
原
資
の
社
外
積
立
化
を
後
押
し
、
中
退
共
の
加

入
増
加
に
拍
車
が
か
か
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
ま
す
。
平

成
１
４
年
度
か
ら
平
成
１
５
年
８
月
末
ま
で
の
間
に
適

年
か
ら
中
退
共
へ
制
度
変
更
さ
れ
た
事
業
所
数
は
２
、

０
７
０
事
業
所
、
従
業
員
数
は
５
１
、
４
１
１
人
に
上

っ
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
中
退
共
の
制
度
の
概
要
、
メ

リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
概
説
し
ま
す
。

●
制
度
の
仕
組
み

中
退
共
制
度
は
法
律
で
定
め
ら
れ
た
社
外
積
立
て
型

の
退
職
金
制
度
で
す
。

①
事
業
主
が
勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
（
以
下
機
構
と

い
う
）
と
退
職
金
共
済
契
約
を
結
び
ま
す
。

②
事
業
主
は
毎
月
の
掛
金
を
金
融
機
関
に
納
付
し
ま
す

③
従
業
員
が
退
職
し
た
と
き
は
、
そ
の
従
業
員
に
機
構

か
ら
退
職
金
が
直
接
支
払
わ
れ
ま
す
。

●
加
入
で
き
る
事
業
所

①
一
般
事
業
所
（
製
造
・
建
設
業
等
）

常
時
従
業
員
数

３
０
０
人

以
下

ま
た
は

資
本
金

３
億
円

以
下

②
サ
ー
ビ
ス
業

常
時
従
業
員
数

１
０
０
人

以
下

ま
た
は

資
本
金

５
千
万
円

以
下

③
卸
売
業

常
時
従
業
員
数

１
０
０
人

以
下

ま
た
は

資
本
金

１
億
円

以
下

④
小
売
業

常
時
従
業
員
数

５
０
人

以
下

ま
た
は

資
本
金

５
千
万
円

以
下

●
加
入
状
況

＊
加
入
事
業
所
数

↓

４
０
２
、
２
７
２
事
業
所

＊
加
入
従
業
員
数

↓

２
、
６
３
０
、
０
３
７
人

※
Ｈ
１
５
．
７

現
在

●
掛
金
の
種
類

掛
金
月
額
は
５
、
０
０
０
円
か
ら
３
０
、
０
０
０
円

の
間
で
１
６
種
類
用
意
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
中
か
ら

従
業
員
ご
と
に
任
意
に
選
択
で
き
ま
す
。
な
お
短
時
間

労
働
者
の
場
合
は
、
掛
金
月
額
の
下
限
が
２
、
０
０
０

円
か
ら
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
制
度
の
メ
リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト

①
国
の
助
成

新
規
加
入
時
に
掛
金
月
額
の
１
／
２
、
掛
金
増
額
時

に
増
額
分
の
１
／
３
が
１
年
間
助
成
さ
れ
ま
す
。

※
限
度
額
、
例
外
規
定

②
全
額
非
課
税

③
通
算
制
度

中
退
共
制
度
に
加
入
し
て
い
る
事
業
所
を
退
職
し
て

２
年
以
内
に
、
転
職
先
の
企
業
で
再
び
被
共
済
者
と

な
り
通
算
の
申
し
出
を
行
え
ば
、
前
の
事
業
所
で
の

掛
金
納
付
月
数
を
引
き
継
ぐ
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま

た
、
特
定
退
職
金
共
済
制
度
と
の
間
で
相
互
に
退
職

金
相
当
額
を
通
算
を
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

④
確
定
拠
出
型

会
計
上
、
過
去
勤
務
債
務
が
発
生
し
ま
せ
ん
。

※
退
職
金
規
程
と
の
整
合
性

⑤
退
職
金
の
支
給

従
業
員
に
直
接
支
払
わ
れ
ま
す
。
少
な
く
と
も
機
構

か
ら
支
払
わ
れ
る
金
額
に
関
し
て
は
事
業
所
の
裁
量

は
、
原
則
あ
り
ま
せ
ん
。

※
懲
戒
解
雇
に
よ
る
認
定

⑥
短
期
加
入
者
の
取
扱
い

１
年
未
満
の
加
入
期
間
で
退
職
し
た
場
合
は
機
構
か

ら
退
職
金
は
支
払
わ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
１
年
以
上

の
場
合
で
も
短
期
加
入
者
は
相
対
的
に
不
利
に
な
る

ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。

●
留
意
点

現
時
点
で
は
、
中
退
共
は
適
年
か
ら
の
移
行
先
と
し

て
注
目
を
集
め
て
い
ま
す
が
、
ま
ず
、
自
社
の
退
職
金

の
現
状
分
析
、
今
後
の
退
職
金
の
あ
り
方
を
検
討
し
た

上
で
、
制
度
の
内
容
を
吟
味
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。


